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　中国北部に位置する内モンゴル自治区（以

下、内モンゴル）は、中華人民共和国成立以前

の 1947 年 5 月 1 日に成立した中国で最初の少数

民族自治区である。内モンゴルの面積は 118.3 万

平方キロメートル（中国全体の 12.3％）と広く、

2008 年末の人口は 2,414 万人（同 1.8％）であっ

た（表１）。

　改革開放以降、輸出型産業に牽引されてきた沿

海部の経済高成長とは対照的に、辺境に立地する

内モンゴルは経済的に立ち遅れていた。しかし、

2000 年に入ってから内モンゴル経済は急速な成

長を遂げており、その経済成長率は、2003 年以

来全国各省・直轄市・自治区において 6年連続首

位に立っている。

　内モンゴル経済は、「羊煤土気（カシミヤ、石炭、

レアアース（希土類）、天然ガス）」と言われるよ

うに、石炭やレアアースを含む鉱物など豊富な天

然資源を背景に、中国経済での存在感を強めてい

る。また、同自治区東部の穀倉地帯を中心に、中

国の重要な食糧生産地としても注目度が高まって

いる。

　言うまでもなく、内モンゴル経済に関わる食糧

や石炭、レアアースなどの需給バランスの問題が、

国内のみならず日本を含む北東アジア地域へも影

響を及ぼしている。また、内モンゴル経済の高成

長は、社会的に深刻な環境問題などの難しい課題

にも直面している。

　本稿では、近年の経済急成長で注目を集めるよ

うになった内モンゴル経済に焦点を当て、高成長
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を支えている要因やそのポテンシャルなどについ

て分析を行うとともに、今後の内モンゴル経済の

持続的発展の課題（制約要因）を考察していきた

い。

　2008 年における内モンゴルの名目域内総生

産（GRP）は 7,762 億元に達し、実質経済成長率

（17.2％）は、全国各省・直轄市・自治区におい

て首位を占め、2000 年以降 9 年連続の二桁成長

となった。

　図１に示したように、2000 年以降の内モンゴ

ルの経済成長率は、一貫して全国平均を上回って

いる。また、内モンゴルの一人当たり名目 GRP

をみると、2000 ～ 2003 年の間は全国平均よりも

低かったものの、2004 年以降は中国全体の平均

を上回っている。

　次に、内モンゴル経済の成長の原因を探るため

に、近年の経済概要やその特徴、政策的背景の分

析を踏まえ、工業と農業の現状とそのポテンシャ

ルについて検討していくことにしたい。

 

　内モンゴルの経済高成長を支える要因として、

中国政府による重点プロジェクトを中心とする固

定資産投資が急速に拡大していることが挙げら

れる。2008 年の内モンゴルの全社会固定資産投

資は 5,475.4 億元に達し、1999 ～ 2008 年は年率

28.8％の高い伸び率を記録した。

　図 2 は中国の GDP 及び内モンゴルの GRP に

占める資本形成の比率（投資率）である。中国

の投資率は 2000 年の 35.3%、2005 年の 42.7%、

2008 年の 43.5%と上昇傾向を示している。同時期

の内モンゴルの投資率は、2000 年の 41.7%、2005

年の 73.0%、2008 年の 68.0%となっており、全国

の平均値をはるかに上回っている。

　一方、1990 年代以降における内モンゴル GRP
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に占める最終消費率（消費率）は、1990 年の

67.9％、1995 年の 62.9％、2000 年の 56.8％、2005

年の 46.5％、2007 年の 43.2％、2008 年の 37.6％

と低下の道をたどっている 1。

　また、2001 年以降に内モンゴルのフフホト市

から北京、天津への鉄道や高速道路も整備され、

エネルギー生産に便利な物流ルートが形成された

ことからも、投資が経済発展に貢献していること

がわかる。

　さらに、2009 年の内モンゴル経済の状況から

みても、投資が GRP の増加に大きく貢献してい

ることがわかる。同年 1～ 6月期における固定資

産投資額は 2,954 億元、前年同期比 41.1％増、経

済成長への貢献率が 165％にも達している 2。

　このように、近年における内モンゴル経済の成

長の大きな原動力は固定資産投資の拡大であり、

「投資主導型」による高成長を実現してきたとい

える。次項では、内モンゴル経済の成長の政策的

背景をたどってみたい。

 

　内陸部に位置するという地理的制約条件がある

にもかかわらず、内モンゴルは高い経済成長率を

維持してきた。この経済成長の背景として、西部

大開発 3 という国家プロジェクトの発動に伴い、

公共事業の拡大、優遇税制、市場の開放、開発プ

ロジェクトの認可などの政策が実施されているこ

とが挙げられる。

　内モンゴル最大の工業都市・包頭市である程度

の工業基盤が出来たのは、中国で初期工業化を推

進した第１次五カ年計画期（1953 ～ 1957 年）で

あった。武漢鋼鉄工場、鞍山鋼鉄工場と並ぶ中国

三大鋼鉄基地として、1954 年に包頭鋼鉄工場が

建設された 4。

　さらに、1960 年代には、全面的な対外戦争に

備えて中国の重化学工業基盤が内陸部に移設さ

れ、軍事工業基地の建設が行われていた。具体的

には、沿海部、東北部を一線とし、雲南省、四川

省、貴州省などの内陸部を三線、その中間を二線
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とした、いわゆる「三線建設」が行われた。三線

建設に伴う西部地域への投資は国防上の目的から

行われたもので、地域経済とは無関係な軍需産業

と関連産業のインフラに向けられた。この結果、

西部地域には、「飛び地」のような重化学工業（重

厚長大型産業）と多くの軍需企業が残された 5。

　このような状況の中で、自治区の区都・フフホ

ト市に第三機械工場、包頭市に第一、二機械工

場（いずれも軍事工業）が作られた。包頭市は中

国最大規模の鋼鉄メーカーの一つが存在するとい

う初期条件から、さらに軍事産業が移転され、製

鋼や工作機械などの製造業の産業基盤が築かれて

いった。

　しかし、改革開放以降、他の内陸部と同様に、

内モンゴルにも沿海部との経済格差が広がり、そ

の解決策として、2000 年に西部大開発プロジェ

クトが正式に発動された。内モンゴルは、西部

大開発戦略の実施を経済発展のチャンスと捉え、

2000 年の「内モンゴル国民経済・社会発展計画

の報告」には、「西部大開発戦略のチャンスをつ

かみ、インフラ建設を加速させ、自治区の経済発

展を促進する」6 と明記された。

　2001 年 1 月に開催された内モンゴル第 9 回人

民代表大会で発表された、自治区主席・ウヨンチ

ムグ（当時）の「政府工作報告」によれば、西部

大開発の実施によって、内モンゴルの投資拡大効

果が大きくなり、固定投資総額が 496.4 億元で、

対前年比 15.3％増となった 7。さらに、第 10 次五

カ年計画期（2001 ～ 2005 年）には、内モンゴル

の道路建設の投資総額が 783 億元に達し、第 9次

五カ年計画期の 5.1 倍となった 8。

　しかし、西部地域の経済高成長が続いたにもか

かわらず、中国東部地域との格差はあまり改善さ

れていない。内モンゴルを含めた西部地域は面積

では全国の 71.5％を占めるが、第 10 次五カ年計

画期の最終年度である 2005 年の中国各地域にお

ける一人当たり GRP をみると、東部地域を 100

とした場合、東北部が 67、中部が 45、西部地域

が 39 であった。三年後の 2008 年の一人当たり

GRP は、東部地域を 100 とした場合、東北部が

70、中部地域が 48、西部地域が 43 と小幅な改善

にとどまった 9 。

　また、2007 年には内モンゴル東部の 5盟・市（ヒ

ンガン盟・シリンゴル盟・フルンバイル市・通遼市・

赤峰市）が国家プロジェクト「東北振興」の対象

地域となり、エネルギー供給地として豊富な天然

資源の活用が期待されている。今後、石炭などエ

ネルギーの輸送のための鉄道と道路の整備に力を

入れることが重要なポイントになるであろう。

　2008 年現在、内モンゴルの農耕用地の面積は

国全体の 5.87％に相当する 7,147.2 千ヘクタール

で、黒龍江省、河南省、山東省に次ぐ全国第４位

となっている。食糧生産高は 2,131.3 万トン、中

国全体の 4.03％を占めている（表 2）。

　内モンゴルの農業生産拡大の背景の一つに、

2004 年から中国政府が食糧補助金制度の改革を
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図り、直接支払い政策に切り替えたことが挙げら

れる。具体的には、補助金支払いの「両傾斜」（食

糧生産地に対する傾斜と食糧生産農家に対する傾

斜）が実施され、さらに農産物優良品種に対する

政府補助金額も加わり、補助の範囲は拡大された。

2005 年には、内モンゴルは優良大豆と優良トウ

モロコシの対象地域に指定された 10。

　表 2に示したように、2005年以降にトウモロコ

シの生産量は増大している。その一方で、大豆を

中心とした豆類の生産量はそれほど増えていない。

その要因として、生産規模が小さいことや、面積

当たり収量及び機械の保有水準の低さ、生産コス

トの高さなどが挙げられる。たとえば、2005年の

時点で、内モンゴルの50キログラム当たりの大豆

生産コストは 140.95 元にのぼり、黒龍江省（63.38

元）、吉林省（63.81元）に比べて格段に高い 11。

　2009 年に中国政府が策定した「中国 500 億キ

ログラム食糧生産能力の増加計画」には、内モン

ゴルが重要な地域として位置づけられている。同

年 8 月に内モンゴル政府は政府通達文書を公布

し、この計画の実現に向けて水利工事とダム建設

を開始させる方針を固めたことで、食糧生産の拡

大が新たな経済成長を牽引する存在になると期待

されている 12。

　また、内モンゴルの畜産業も中国において重要

な位置にある。2008 年の肉類生産量（218 万ト

ン）は全国生産の 3.0％、うち牛肉は同 7.0％、羊

肉は同 22.3%を占めている。この他、広大な草原

を有する内モンゴルには、中国首位と第 2位の乳

製品メーカーの「伊利集団」、「蒙牛集団」があ

り、2008 における同自治区の牛乳生産量の全国

比シェアは 25.7％となっている（表 3）。

　しかし、内モンゴルの農業・畜産業の成長速度

は他の産業と比べて緩やかである。第 10 次五カ

年計画期における付加価値の平均伸び率は 6.6％

と、第 9次五カ年計画期における付加価値の平均

伸び率に比べて 0.2 ポイント増にとどまった 13。

今後、如何に付加価値を拡大していくかが、内モ

ンゴルの農業・畜産業にとって大きな課題であろ

う。

　内モンゴルの対外貿易額は、2000 年の 20.4 億

ドルから 2005 年の 51.6 億ドル、2008 年の 89.2

億ドルへと、増加の傾向にある（図 3）。2000 年

の時点では全国比シェアは 0.43％、2005 年には

0.36％、2008 年には 0.34％となり、依然として低

い水準にとどまっているが、大きな特徴としては

北東アジアとの経済連携が進展しつつあることで

ある。

　内モンゴルと北東アジア諸国（ロシア、モンゴ

ル、日本、韓国）との貿易額の近年の動きをみた

ものが表 4 である。2007 年の対北東アジア 4 カ

国輸出額は 2001 年の 3.6 倍、輸入では同 2.8 倍の

伸びを示し、内モンゴルと北東アジア 4カ国の貿

易による経済関係は一段と深まっていることがわ
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かる。

　その中でも、対ロ・対蒙貿易は内モンゴルの対

外貿易において大きなウェイトを占めている。同

自治区には 18 カ所の国境通関ポイント（口岸）

があり、うち 7カ所が国家一級国境通関ポイント

（一類口岸）である。

　しかし、内モンゴルの対外貿易は、多くの課題

を抱えている。たとえば、同自治区の最大通関ポ

イントである満洲里口岸の貿易の現状をみると、

中国の対ロシアの口岸は 25 カ所あり、他の口岸

との競争が激しくなっている。また、内モンゴ

ルの輸出入品構造が比較的単一的で、たとえば、

2008 年の内モンゴルの輸入品は主に原木、原油、

鉄・銅鉱及び化学肥料で全体の 6割以上を占める

一方、輸出商品では化学工業製品、紡績原料・製

品、ベースメタルが 7割以上を占めている。その

ため、内モンゴルの対外貿易は依然として低レベ

ルにあるといえる 14。

　今後、内モンゴルの対外貿易はロシア・モンゴ

ルとの貿易協力のレベルをアップさせ、両国の市

場開発に参入することが期待されている。これま

でのロシア・モンゴルを中心とした貿易対象国・

地域を拡大して日本、韓国につながる物流ルート

を開拓し、北東アジアにおける日本、韓国との経

済交流を深めていく必要がある。

　エネルギー、化学工業、冶金、機械製造、農業

と畜産加工業、ハイテク産業、自然環境に恵まれ

たエネルギー産業が内モンゴル経済の根幹を占め

ている。

　表 5 に示したように、2008 年末の内モンゴル

の石炭確認埋蔵量は山西省に次いで全国第 2 位

の 789 億トン（全国比シェア 24.2％）、天然ガス

は 5,635 億立方メートル（同 16.6％）となってい

る。工業付加価値額ベースでみると、石炭採掘は

内モンゴル工業の 19.0％を占めており、中国平均

（4.0％）より格段に高い（図 4）。石炭資源の他

に、非鉄金属埋蔵量も豊富にある。クロム鉱石の

確認埋蔵量は 169 万トン（全国比 29.4％）、鉛鉱

は 291 万トン（同 21.4％）、亜鉛鉱は 791 万トン

（18.5％）となっている（表 5）。

　また、主に内モンゴル自治区の東部と西部に集

中している陸上風力エネルギー資源も中国国内で

は重要な位置を占めている。世界で注目を浴びて

いるレアアース産業において、内モンゴル包頭市

の存在が大きい。2008 年現在、包頭市では、鉱
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産物 8万トン、精製分離製品が 25 万トン、レア

アース合金が 3万トン、レアアース金属 6,000 ト

ン、磁性材料が 1,500 トン、ニッケルと水素電池

合金粉が 1,500 トン、研磨粉が 2,000 トンの年間

生産能力を有し、世界市場の約 4～ 6割を占めて

いる。包頭市にはレアアース企業が 60 社存在し、

うち「内蒙古希土高科」「包鋼希土一廠」などの

中核企業は20社、従業員数は約1万5,000人で、「内

蒙古希土高科」は中国最大規模を誇るレアアース

企業である 15。

　ところが、レアアース産業における今後の発展

に不利な要素が存在する。たとえば、投資のほと

んどが大手企業に集中し、中小企業の資金が不足

していることが挙げられる。そのため、一次製品

市場においては生産量が増加しているが、収入は

あまり増えていない 16。 

　内モンゴルのレアアース産業は少数の大手企業

に資金、技術が集中し、中小企業は生き延びるた

めに、一次製品を安価で売り出すことが少なくな

い。以上の状況からみると、内モンゴルの産業構

造は単一性の特徴を表している。エネルギー、冶

金、化学工業、建築材料は、2008 年の時点で内モ

ンゴル工業の付加価値が一定規模以上の工業企業

（国有企業及び年間売上高 500 万元以上の非国有

企業）が 76％を占めていた 17。

　前節で取り上げた石炭やレアアースは、典型的

な資源型産業であり、エネルギー生産に偏る産業

構造が、今後、持続的経済発展を目指す内モンゴ
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ルにとって大きな制約要因となる。

　図 2に示したように、投資効率を表す限界資本

係数（ICOR）でみた場合、2005 年以降、内モン

ゴルの投資効率が低下しつつあることがわかる。

なお、限界資本係数は資本の産出比率を表すもの

で、その値が大きいほど資本効率の低下を示す。

経済発展の初期段階には、このような傾向は経済

発展にプラスに働く要因として評価できる。しか

し、中長期的にみれば、限界資本係数が上昇し、

投資効率の悪化に繋がることは看過できない。

　2008 年における内モンゴルのエネルギー産業

の生産高は 4,850.9 億元に達し、同自治区工業総

生産高（8,576.8 億元）の 55.56％を占める。エネ

ルギー生産に偏る産業構造はリスクを伴う。2010

年、鋼鉄、セメント、石炭化学工業などの業種に

おいては、生産過剰の問題が避けられないと予測

されている。内モンゴル経済を牽引するエネル

ギー製品の価格の下落が予想される 18。

　内モンゴル経済に大きく貢献したエネルギー産

業の今後の発展が懸念される一方、偏る産業構造

はそのものが抱えた問題を解決することが迫られ

ている。

　内モンゴル地域は、歴史的には東部と西部に分

けられていた。ところが、改革開放後、内モンゴ

ルにも全国と同じ区域性の行政分権制度が導入さ

れ、これが投資の地域不均衡をもたらした。

　地域別でみた内モンゴルの産業構造は、その分

布が「東部が森林、西部が鋼鉄、南部が農業、北

部が牧畜業、至るところに鉱産」と言われるよう

に、顕著な地域的特徴を持っている（図 5）。

　この産業構造の不均衡は、地域間経済発展不均

衡と表裏一体ともいえる。図 5に示した内モンゴ

ル東部の赤峰市や通遼市、西部のバヤンノール市

は農業地帯で、シリンゴル盟とフルンバイル市は

生態保護区として工業の発展は緩慢である。一方、

内モンゴルの中部に位置し、投資が集中している

フフホト・包頭・オルドス地域（以下、フ包オ地域）

の一人当たりGRPは、同自治区の東部地域の 3.2

倍、内モンゴル西部地域の 2倍となっている。

　2006 年の時点でフ包オ地域は内モンゴルの全

体投資の 47.5％を占め、いわゆる「黄金の三角

地帯（ゴールデントライアングル）」とされてい

る 19。フフホト市は北京、天津港への鉄道や高速

道路が整備されており、エネルギー生産に便利な

物流ルートを提供している。オルドス市は、改革

開放初期に周辺地域からカシミヤ原料を買い集

め、中国最大のカシミヤ産業を形成し、原料供給

を保障されたことによって、オルドス集団をはじ

めとして多くの中小企業の急速発展をもたらし

た。また、オルドス市は内モンゴルで石炭埋蔵の

重要な地域の一つとして、石炭の採掘と加工に

よって、経済が急速に発展してきた。ところが、

フ包オ地域の経済が著しい成長をみせている一

方、地域間の相互連携は非常に弱い。

　内モンゴル社会科学院経済研究所の調査レポー

トによれば、フ包オ地域には、統一された経済市

場が形成しておらず、地域間経済協力も余り行わ

れていない。この調査レポートでは、フ包オ地域

おける政府間および企業間連携の欠如が大きな課

題であると指摘されている 20。
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　近年における内モンゴルの経済成長は、石炭、

レアアース、石油、天然ガスなど地下資源の採掘

に大きく依存している。成長要因としては主にイ

ンフラ整備への投資や、エネルギー生産の拡大に

集中している。

　そのなかに鉱産物・非鉄金属生産、石炭による

発電に偏在する内モンゴルの経済成長に貢献して

きたのは主に投資で、消費の寄与率が低い（図 2）。

今後の政策課題として、エネルギー依存型経済か

らの脱却、投資への過剰な依存の克服及び地域内

消費の拡大などが挙げられよう。

　工業付加価値額からみても、石炭採掘は中国全

体において 4.0％しか占めなかったが、内モンゴ

ルでは 19.0％にもなっている。エネルギーの依存

度は大きいことがわかる。内モンゴルの経済は総

合的にみると、投資効率の低下、エネルギー生産

依存の産業構造、地域不均衡などの問題を抱えて

いる。

　また、エネルギー生産・運送には、インフラ整

備も求められているが、東部と西部地域での物流

ルートの建設が比較的遅れている。

　中国の食糧増加計画が注目されるなか、内モン

ゴルは全国 4位の農耕地を有することから、農業・

畜産業などの生産率を向上させることが、今後の

重要課題になる。

　内モンゴル東部は「東北振興政策」の対象地域

に加えられたが、今後は内モンゴルと東北三省の

間で、行政的な境界を越えて緊密な連携関係を築

き上げることが必要であろう。

　さらに、内モンゴルは北東アジア諸国との連携

を強めるべきである。これまでロシア ･モンゴル

との貿易が盛んだったが、貿易の多様性が欠けて

いた。内モンゴルはロシア及び北東アジア地域唯

一の内陸国であるモンゴル国にとって、豊かな地
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下資源を中国・韓国・日本などの巨大市場に繋ぐ

ための重要な中継地でもある。

　2009 年 10 月時点で、中国と周辺各国とつなが

る 10 本の国際鉄道のうち、「内モンゴルのアレン

ホト～モンゴルのザミンウード」及び「内モンゴ

ルの満洲里～ロシアのザバイカルスク」路線が内

モンゴルを経由している。さらに、中ロ・中蒙貿

易が拡大するなか、「チョイバルサン～アルシャ

ン～図們江回廊」や、「モンゴル～遼寧錦州港回廊」

などの国際輸送ルート構想が打ち出され、新たな

中蒙国際鉄道建設の具現化により、北東アジア物

流の発展において内モンゴルの役割が一層期待さ

れる。

　また、内モンゴル西ウジムチン旗から遼寧省

阜新市の新邱駅までの鉄道（全長 486.8km）が、

2010 年中に開通する予定である。この鉄道は、

内モンゴル東部から東北産業への 8 本のエネル

ギー輸送ルートの１つとなっており、その重要性

を増している 21。

　内モンゴルでは、石炭、石油、天然ガス、レア

アースなどエネルギー分野、農業と牧畜業のポテ

ンシャルが高い。他方、投資依存型・エネルギー

資源依存型の経済成長や、地域間経済発展の不均

衡、草原の砂漠化などの課題も顕在化している。

今後、経済成長維持のための鉱物資源開発と省エ

ネ・環境保護との両立を実現することが重要な課

題である。さらに、北東アジア地域との協力関係

を強化することが必要となろう。
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The economic growth rate for China’s In-

ner Mongolia Autonomous Region has occupied 

top position among all the provinces, municipali-

ties and autonomous regions nationwide for six 

years in a row from 2003 on, and against the 

background of its abundant natural resources, 

such as minerals including coal and rare earth 

elements, it is enhancing its presence within 

the Chinese economy. Furthermore, the degree 

of attention focused on it also as a major food-

producing region of China, centered on the 

grain-growing region of the eastern part of the 

autonomous region, is rising.

Focusing on the economy of Inner Mongolia,  

Autonomous Region this paper, along with un-

dertaking an analysis of the factors supporting 

high growth of recent years and the potential 

thereof, considers the challenges (constraining 

factors) for the subsequent sustainable develop-

ment of the economy of Inner Mongolia.


